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 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

していません。 

２．売上高には消費税等は含まれていません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していま

せん。 

   

 当第２四半期連結累計期間において、当グループ（当社及び当社関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第150期

第２四半期連結
累計期間 

第151期
第２四半期連結

累計期間 
第150期

会計期間 

自平成23年
４月１日 
至平成23年 
９月30日 

自平成24年
４月１日 

至平成24年 
９月30日 

自平成23年
４月１日 
至平成24年 
３月31日 

売上高（百万円）  85,485  88,461  170,817

経常利益（百万円）  4,020  4,478  8,628

四半期（当期）純利益（百万円）  1,972  2,406  3,797

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 2,034  2,342  4,151

純資産額（百万円）  127,622  129,969  128,600

総資産額（百万円）  209,275  215,602  210,766

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 19.10  23.30  36.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  59.4  58.6  59.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,108  6,572  7,751

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,103  △7,196  △4,424

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,012  1,914  △964

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 24,544  27,100  25,755

回次 
第150期

第２四半期連結 
会計期間 

第151期
第２四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日 

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  6.08  8.51

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、事業等のリスクについての重要な変更及び新たに発生した重要なリスクはあ

りません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1）業績等の概要 

当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から同年９月30日まで）における世界経済は、長期化する欧州

債務問題や中国をはじめとした新興国経済の成長鈍化などにより、景気の減速感が強まりました。国内では復興関

連需要などを背景に緩やかに回復してきましたが、長引く円高や海外景気減速の波及懸念などを背景に依然として

先行き不透明な状況で推移しました。  

当連結グループ事業の主要対象分野である自動車関連分野では、国内は９月にエコカー補助金終了などに伴う

需要減少がみられたものの、当第２四半期連結累計期間を通じて世界的には北米を中心に好調でした。 

IT・デジタル家電分野では、スマートフォンやタブレット端末の需要は好調でしたが、薄型テレビは先進国での需

要減少が大きく低調でした。食品分野の加工油脂関連は、製パン・製菓向けなど安定した需要により概ね前第２四

半期連結累計期間並みでした。 

このような状況のなか、当連結グループは当連結会計年度からスタートした中期経営計画「STEP 3000」の基本

方針に基づき、米国での塩化ビニル樹脂用の安定剤事業の買収や自動車関連分野などで需要拡大の見込めるブラジ

ルでの販売会社設立など、将来の成長に向けた投資を戦略的に推し進めてまいりました。また、６月には樹脂添加

剤事業のグローバルテクニカルセンターの役割を担う新研究棟を完成させ、市場競争力の高い製品などを迅速に研

究開発できる体制を構築しました。 

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、当第２四半期累計期間後半の景気減速感の強まりを受け、

売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ29億76百万円（前年同四半期比＋3.5％）増収の884億61百万円となり、

営業利益は前第２四半期連結累計期間に比べ３億77百万円（同＋8.7％）増益の47億14百万円、経常利益は前第２

四半期連結累計期間に比べ４億58百万円（同＋11.4％）増益の44億78百万円、四半期純利益は前第２四半期連結累

計期間に比べ４億33百万円（同＋22.0％）増益の24億６百万円となりました。 

   

 ＜報告セグメントの概況＞ 

  

（化学品事業） 

 当事業の売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ１億90百万円（同△0.3％）減収の602億８百万円となり、

営業利益は前第２四半期連結累計期間に比べ６億88百万円（同△15.3％）減益の38億18百万円となりました。 

①情報・電子化学品 

 半導体材料は、最先端の半導体メモリに使われる高誘電材料を中心に販売数量は大きく伸長しましたが、激し

い価格競争の影響を受け販売価格が低下しました。 

 フラットパネルディスプレイに使用される各種材料は、液晶パネルの需要低迷の影響を受け低い水準となりま

した。 

 光学フィルムやフォトレジストに使用される感光性材料及び高集積回路向けのエッチング薬剤など競争力の高

い独自製品はスマートフォンなどの需要拡大を背景に伸長しました。 

 情報・電子化学品全体では、前第２四半期連結累計期間に比べ増収減益となりました。 

②機能化学品 

 樹脂添加剤は、自動車生産の拡大などを背景に海外を中心に高機能製品の光安定剤などは伸長しましたが、家

電などに使用される難燃剤などは生産調整の影響を受けました。 

 界面活性剤は、海外を中心に化粧品材料が伸長しました。 

 潤滑剤は、自動車生産の拡大及び海外を中心とした新規顧客の開拓により回復しました。 

 機能性樹脂は、環境対応の水系樹脂が自動車向けに堅調だったものの、総じて低い水準となりました。 

 機能化学品全体では、前第２四半期連結累計期間に比べわずかながら増収でしたが減益となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③基礎化学品 

 プロピレングリコール類などは需要が減少し低い水準となりました。 

 過酸化水素及びその誘導品は、震災の影響で落ち込んだ販売数量は前第２四半期連結累計期間に比べ増加しま

したが、紙パルプなどの市況低迷の影響を受け震災以前の水準には至りませんでした。  

 基礎化学品全体では、原材料価格上昇の影響も受けたことから前第２四半期連結累計期間に比べ減収となり、

わずかながら営業損失となりました。 

  

（食品事業） 

 当事業の売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ29億30百万円（同＋12.9％）増収の257億６百万円とな

り、営業利益は前第２四半期連結累計期間に比べ10億77百万円増益の５億94百万円の営業利益となりました。 

  消費者の食に対する低価格志向が強まるなか、業務用マーガリンなどの加工油脂やホイップクリームなどの加

工食品は、顧客ニーズを捉えたバター風味豊かなマーガリンや新製品のホイップクリームなど特徴ある製品を中

心に伸長し、震災の影響を大きく受けた前第２四半期連結累計期間に比べ増収増益となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年

度末の資金残高に比べ13億45百万円増加し、271億円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は、以下の通りです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の営業活動による資金収入は65億72百万円となりました。たな卸資産の増加及び法

人税等の支払額による支出等があったものの、税金等調整前四半期純利益及び減価償却費、投資有価証券評価損

益、売上債権の減少による収入等が上回ったことによるものであります。 

前第２四半期連結累計期間に比べ、54億63百万円の収入の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の投資活動による資金支出は71億96百万円となりました。有価証券・投資有価証券

の売却及び償還による収入等があったものの、有価証券の取得及び有形・無形固定資産の取得による支出、事業譲

受による支出等が上回ったことによるものであります。 

前第２四半期連結累計期間に比べ、60億93百万円の支出の増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間の財務活動による資金収入は19億14百万円となりました。長期借入金の返済による

支出及び配当金の支払による支出等があったものの、長期借入れによる収入等が上回ったことによるものでありま

す。 

前第２四半期連結累計期間に比べ、９億１百万円の収入の増加となりました。 
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(3）対処すべき課題 

①グループ戦略課題 

 当第２四半期連結累計期間において、グループの戦略課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

② 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「基本方針」） 

(a) 基本方針の内容 

 当社は、当社の株主の在り方は、当社株式の市場における自由な取引を通じて決せられるものであり、当

社の支配権の移転を伴う大規模買付行為（以下「大規模買付行為」といいます）がなされた場合、これが当

社の企業価値及び株主の皆様共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません

が、大規模買付行為に応じるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきもの

と考えています。 

 しかしながら、近年の資本市場においては、対象会社の経営陣の同意を得ずに一方的に大量の株式の買付

を強行するような動きが顕在化しつつあります。こうした大規模買付行為の中には、その目的等からみて企

業価値及び株主の皆様共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強

要する恐れがあるもの、または対象会社の取締役会や株主の皆様が大規模買付行為の条件について検討し、

あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の

企業価値及び株主の皆様共同の利益に資さないものも少なくありません。 

 当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の

企業価値の源泉を十分に理解し、当社株主共同の利益及び当社の企業価値を持続的に確保・向上させていく

ことを可能とする者である必要があると考えており、上記の例を含め当社の企業価値及び株主の皆様共同の

利益を毀損する恐れのある不適切な大規模買付行為または、これに類似する行為を行う者は、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者としては適切でないと考えています。  

(b) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社は、「新しい潮流の変化に鋭敏であり続けるアグレッシブな先進企業を目指す」、「世界とともに生

きる」という経営理念の下、世界市場で競争力のある技術優位な製品群によるグローバルな事業展開を加速

し、時代の先端を行く製品と環境に優しく顧客ニーズに合った製品を提供し続けています。 

 上記経営理念の根底には、「本業を通じた社会貢献」というCSR（企業の社会的責任）の思想が流れていま

す。すなわち、社会環境の変化を鋭敏にとらえ当社の持つ先進技術を積極的に駆使することにより、新しい

社会的課題への解決策を提供するとともに株主及び投資家の皆様を始め、顧客、取引先、従業員、地域社会

等全てのステークホルダーの利益に配慮した経営活動により、当社は社会から信頼され、真に必要とされる

魅力ある企業となることを目指しています。 

 このような事業活動を通じて、持続的に発展し企業価値を向上させ、株主の皆様への利益還元と社会貢献

を行ってゆくことが当社の使命と考えています。 

 以上のような理念に立脚し、幅広いステークホルダーの利益を尊重し、その結果として、当社の企業価値

及び株主の皆様共同の利益の拡大につながる、健全かつ持続的な成長・発展が、当社の経営の基本方針であ

り、創業以来、長きにわたりそのような経営を実践・継続することで築き上げてきた顧客、取引先、従業

員、地域社会等のステークホルダーとの良好な信頼関係こそが当社の企業価値の源泉となっています。 

 当社は、上記の経営理念のもと新規技術の創造と得意技術の融合により、環境の保全や人々の健康で豊か

な生活に役立つ先駆的な製品を持続的に開発・提供し、国際社会に貢献できる企業を目指しています。 

 平成24年度よりスタートした新しい３ヵ年の中期経営計画「STEP3000」では、本中計期間を、「2016年度

売上高3,000億円のグッドカンパニーを目指す～私たちは人々の豊かな生活の実現に向け、戦略分野№１に挑

戦し、価値を創造します～」という中長期ビジョンの実現に向けた「確固たる手段を打つ飛躍の時期」と位

置付け、「3,000億円への飛躍～領域拡大・事業強化～」をスローガンに、事業領域の拡大と強化を強力に推

進しています。製品の市場競争力を一段と高め、新たな事業領域の拡大を図るべく、以下の諸施策を今後の

最重要課題として推し進めてまいります。 

①海外  

グローバルでの販売・調達・開発・生産などの仕組みをより一層強化し、世界各地に展開する海外拠点の

拡充を図っていきます。特に、伸長著しいアジア市場においては、マーケティング機能の強化と現地ニーズ

に合致した製品の開発に取り組んでいきます。 

コア事業の拡大を目指し、樹脂添加剤、食品を中心に需要拡大の見込める地域への進出など、新たな拠点

構築に取り組んでいきます。 
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②技術 

 基盤・コア技術の深耕を進め、さらなる研究開発力の強化・充実を図ると同時に、半導体分野などにおけ

る先端技術の急速な変化に対応し、世界に通用する新製品の開発を推進していきます。 

 新規事業創出において、特に注力する分野を「ライフサイエンス」と「環境・エネルギー」とし、業容の

拡大を図っていきます。 

③価値創造  

技術力のみならずマーケティング力のさらなる強化を図り、より一層のソリューション提供に努め、より

良い社会の実現に貢献していきます。 

④投資 

国内外の設備投資やM&Aなど、コア事業・成長事業の業容及び領域の拡大や新規事業の創出を目的とした積

極的投資を実行します。 

⑤人財 

 最大の企業資産である人財を強化・育成することを最重要課題と捉え、グローバル人財、高度な専門性を

持った人財の育成と拡充を図り、ビジョン実現に向けた組織・人財戦略を推進していきます。   

(c) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み 

 当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組みの一つとして平成19年５月24日の取締役会決議で導入を決議し、同年６月22日の当社定

時株主総会で承認をいただいた当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について、平成

22年６月22日開催の定時株主総会にて、所要の変更を行った上で、同対応方針を継続すること（以下、変更

後のプランを「本プラン」といいます）をご承認いただいています。 

 本プランは、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為への対応及び本プランの適正な運用を担保するた

めの手続等を定めたものであり、その概要は以下の通りです。 

①本プランによる買収防衛策継続の目的について 

 当社は、上記(a)記載の基本方針に基づき、当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式（以下「支

配株式」といいます）の取得を目指す者及びそのグループの者（以下「買収者等」といいます）に対し

て、場合によっては何らかの措置を講ずる必要が生じ得るものと考えますが、上場会社である以上、買収

者等に対して株式を売却するか否かの判断や買収者等に対して会社の経営を委ねることの是非に関する最

終的な判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思に委ねられるべきものだと考えています。 

 しかしながら株主の皆様に適切な判断を行っていただくためには、その前提として上記のような当社固

有の事業特性や当社、当社子会社及び関連会社の歴史を十分に踏まえていただいた上で当社の企業価値と

その価値を生み出している源泉につき適切な把握をしていただくことが必要であると考えます。そして、

買収者等による当社の支配株式の取得が当社の企業価値やその価値の源泉に対してどのような影響を及ぼ

し得るかを把握するためには、買収者等から提供される情報だけでは不十分な場合も容易に想定され、株

主の皆様が適切な判断を行うために、当社固有の事業特性を十分に理解している当社取締役会から提供さ

れる情報、及び当該買収者等による支配株式の取得行為に対する当社取締役会の評価・意見や、場合によ

っては当社取締役会によるそれを受けた新たな提案を踏まえていただくことが必要であると考えます。 

 したがいまして当社といたしましては、株主の皆様に対してこれらの多角的な情報を分析し、検討して

いただくための十分な時間を確保することが非常に重要であると考えています。 

 以上の見地から当社は、大規模買付行為を行おうとし、または現に行っている者（以下「大規模買付

者」といいます）に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・検討のための期間

の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断される

こと、当社取締役会が、独立委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見または大規模

買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等を株主の皆様に対して提示すること、ある

いは株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切

な者（具体的には当社取締役会が所定の手続に従って定める一定の大規模買付者並びにその共同保有者及

び特別関係者並びにこれらの者が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当

社取締役会が認めた者等をいい、以下「例外事由該当者」といいます）によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、本プランによる買収防衛策の継続を決

定しました。なお、現時点において、当社株式について具体的な大規模買付行為の兆候があるとの認識は

ございません。  
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②本プランの内容について 

 本プランの内容は以下の通りです。 

(a) 対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義 

(b) 意向表明書の提出 

(c) 大規模買付者に対する情報提供要求 

(d) 取締役会評価期間の設定等 

(e) 独立委員会の設置 

(f) 独立委員会の勧告手続及び当社取締役会による決議 

(g) 大規模買付情報の変更 

(h) 対抗措置の具体的内容 

③本プランによる買収防衛策の継続、有効期間並びに継続、廃止及び変更等について 

 本プランの有効期間は、平成25年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとします。 

 ただし、かかる有効期間の満了前であっても、(ⅰ)本定時株主総会において本プランによる買収防衛策

の継続に関する承認議案が承認されなかった場合、(ⅱ)当社の株主総会において本プランを廃止する旨の

議案が承認された場合、または(ⅲ)当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、

本プランはその時点で廃止されるものとします。 

 本プランの廃止、変更等が決議された場合には、当社は、当社取締役会または独立委員会が適切と認め

る事項について、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。 

④株主及び投資家の皆様への影響について 

 当社取締役会は、本プランに基づき、企業価値ひいては株主の皆様共同の利益の確保及び向上を目的と

して大規模買付行為に対する対抗措置を執ることがあるものの、現在想定されている対抗措置の仕組み

上、本新株予約権の無償割当て時においては、保有する当社株式一株当たりの価値の希釈化は生じます

が、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことから、株主及び投資家の皆様の法的権利及び経

済的利益に対して直接的及び具体的な影響を与えることは想定していません。 

 ただし、例外事由該当者については、対抗措置が発動された場合、結果的に、その法的権利または経済

的利益に何らかの影響が生じる可能性があります。 

 また、対抗措置として本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって、本新株予約権の無償割当

てを受けるべき株主の皆様が確定した後において、当社が、本新株予約権の無償割当てを中止し、または

無償割当てがなされた本新株予約権を無償取得する場合には、結果として当社株式１株当たりの価値の希

釈化は生じませんので、当社株式１株当たりの価値の希釈化が生じることを前提にして当社株式の売買を

行った投資家の皆様は、株価の変動等により不測の損害を被る可能性があります。  

(d) 本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値、株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的と

するものでないと判断した理由 

 本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保ま

たは向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を以下の通り充足しており、また、経

済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収

防衛策の在り方」その他の買収防衛策に関する実務・議論を踏まえた内容となっており、高度な合理性を有

するものです。 

①企業価値ひいては株主の皆様共同の利益の確保・向上 

②事前の開示 

③株主意思の重視 

④外部専門家の意見の取得 

⑤独立委員会の設置 

⑥デッドハンド型買収防衛策またはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

  

 上記の通り、本プランの導入は、当社の企業価値、株主共同の利益に合致しており、当社役員の地位の維

持を目的としたものではないと考えています。  
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    (4）研究開発活動  

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、36億47百万円です。 

  また、当第２四半期連結累計期間の研究開発活動状況に重要な変更はありません。 

  

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び戦略的現状と見通し 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。

  

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当第２四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針についての変更はありません。 
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① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  400,000,000

計  400,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成24年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  103,651,442  103,651,442
東京証券取引所 

（市場第１部） 

     

単元株式数100株 

  

計  103,651,442  103,651,442 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成24年７月１日～ 

平成24年９月30日 
 －  103,651,442  －  22,899  －  19,925
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 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下の通りです。 

  

２．三井住友信託銀行株式会社から平成24年10月４日付で関東財務局長に提出された変更報告書により、共同

保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社

によって平成24年９月28日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けていますが、当社として当第

２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができない部分については上記表には含めていません。 

なお、その変更報告書の内容は以下の通りです。  

    

（６）【大株主の状況】

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  6,860  6.62

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  4,909  4.74

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 

 4,769  4.60(常任代理人)資産管理サービス信託

銀行株式会社 

(常任代理人住所) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 

みずほ信託銀行株式会社退職給付信

託みずほ銀行口再信託受託者資産管

理サービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番12号  3,581  3.46

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 

 2,687  2.59(常任代理人)日本マスタートラスト

信託銀行株式会社  

(常任代理人住所) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号  

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  2,517  2.43

ADEKA取引先持株会 東京都荒川区東尾久七丁目２番35号  2,372  2.29

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号  2,244  2.16

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C 

AMERICAN CLIENTS  

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON 

E14 5NT, UK 
 2,039  1.97

(常任代理人)香港上海銀行東京支店 

カストディ業務部 

(常任代理人住所) 

東京都中央区日本橋三丁目11番１号  

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号  1,801  1.74

合計 －  33,781  32.59

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,860 千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,909  〃 

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほ銀行口再信託

受託者資産管理サービス信託銀行株式会社 
3,581  〃 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2,517  〃 

氏名又は名称 保有株式数（千株） 株式保有割合（％） 

三井住友信託銀行㈱  4,297  4.15

日興アセットマネジメント㈱    239  0.23

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント㈱ 
   230  0.22

2012/11/12 10:55:3012862837_第２四半期報告書_20121112105523

- 9 -



①【発行済株式】 

   （注）  「単元未満株式」欄には、当社の自己保有株式及び相互保有株式が次の通り含まれています。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。 

   

（７）【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 172,300

（相互保有株式） 

普通株式 17,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 103,423,600  1,034,236 － 

単元未満株式 普通株式 38,142 － － 

発行済株式総数   103,651,442 － － 

総株主の議決権  －  1,034,236 － 

自己保有株式   33株

相互保有株式 ㈱丸紅商会 20株

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

㈱ＡＤＥＫＡ 
東京都荒川区東尾

久七丁目２番35号 
 172,300  －  172,300  0.2

（相互保有株式）           

㈱旭建築設計事務所 

東京都荒川区東日

暮里五丁目48番２

号 

 1,200  －  1,200  0.0

㈱丸紅商会 

大阪府堺市堺区寺

地町東三丁目２番

２号 

 16,200  －  16,200  0.0

合計 －  189,700  －  189,700  0.2

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,901 26,283

受取手形及び売掛金 40,306 39,903

有価証券 7,129 8,133

商品及び製品 14,517 15,794

仕掛品 3,941 4,251

原材料及び貯蔵品 13,212 13,376

その他 6,218 6,284

貸倒引当金 △218 △223

流動資産合計 110,009 113,802

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,575 20,365

機械装置及び運搬具（純額） 21,718 22,375

土地 20,423 20,850

その他（純額） 7,865 7,194

有形固定資産合計 68,582 70,785

無形固定資産   

のれん － 245

その他 3,237 3,366

無形固定資産合計 3,237 3,611

投資その他の資産   

投資有価証券 23,023 21,068

その他 ※  5,913 ※  6,333

投資その他の資産合計 28,937 27,401

固定資産合計 100,757 101,799

資産合計 210,766 215,602
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 33,170 33,408

短期借入金 13,060 13,993

未払法人税等 1,452 1,080

賞与引当金 1,924 1,955

その他の引当金 39 17

その他 11,172 6,628

流動負債合計 60,820 57,084

固定負債   

長期借入金 4,938 11,967

退職給付引当金 8,869 9,120

その他の引当金 124 86

その他 7,413 7,374

固定負債合計 21,345 28,548

負債合計 82,166 85,632

純資産の部   

株主資本   

資本金 22,899 22,899

資本剰余金 19,925 19,925

利益剰余金 80,225 81,494

自己株式 △224 △224

株主資本合計 122,826 124,094

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 984 479

土地再評価差額金 3,791 3,791

為替換算調整勘定 △2,353 △2,097

その他の包括利益累計額合計 2,422 2,173

少数株主持分 3,351 3,701

純資産合計 128,600 129,969

負債純資産合計 210,766 215,602
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

売上高 85,485 88,461

売上原価 67,552 69,927

売上総利益 17,933 18,534

販売費及び一般管理費 ※  13,595 ※  13,819

営業利益 4,337 4,714

営業外収益   

受取利息 51 52

受取配当金 158 140

その他 215 143

営業外収益合計 426 336

営業外費用   

支払利息 187 189

為替差損 164 164

持分法による投資損失 124 74

その他 266 144

営業外費用合計 743 572

経常利益 4,020 4,478

特別損失   

有形固定資産除却損 241 179

投資有価証券評価損 385 531

災害による損失 327 －

特別損失合計 953 710

税金等調整前四半期純利益 3,066 3,768

法人税、住民税及び事業税 809 1,263

法人税等調整額 141 △32

法人税等合計 950 1,230

少数株主損益調整前四半期純利益 2,115 2,537

少数株主利益 142 130

四半期純利益 1,972 2,406
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,115 2,537

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △363 △484

為替換算調整勘定 309 310

持分法適用会社に対する持分相当額 △28 △20

その他の包括利益合計 △81 △194

四半期包括利益 2,034 2,342

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,879 2,157

少数株主に係る四半期包括利益 155 185
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,066 3,768

減価償却費 3,983 4,079

投資有価証券評価損益（△は益） 385 531

有形固定資産除却損 241 179

受取利息及び受取配当金 △210 △193

支払利息 187 189

持分法による投資損益（△は益） 124 74

災害損失引当金の増減額（△は減少） △981 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,218 525

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,571 △1,141

仕入債務の増減額（△は減少） 696 123

その他 △898 △64

小計 3,242 8,072

利息及び配当金の受取額 289 309

利息の支払額 △192 △196

保険金の受取額 73 －

法人税等の支払額 △2,304 △1,612

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,108 6,572

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 10,000 10,500

有価証券の取得による支出 △10,000 △11,500

有形固定資産の取得による支出 △2,791 △5,068

無形固定資産の取得による支出 △265 △311

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 508

関係会社株式の取得による支出 △363 －

事業譲受による支出 － △1,118

その他 2,318 △206

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,103 △7,196

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,479 861

長期借入れによる収入 75 7,283

長期借入金の返済による支出 △347 △5,130

配当金の支払額 △1,137 △1,139

その他 △56 39

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,012 1,914

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 55

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 988 1,345

現金及び現金同等物の期首残高 23,555 25,755

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  24,544 ※  27,100
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連結の範囲の重要な変更 

当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したAM STABILIZERS CORPORATIONを連結の範囲に含めています。 

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しています。 

 これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であ

ります。  

  

  該当事項はありません。 

  

（注）１ ※資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額  

  

（注）２ 売上債権の流動化 

      売上債権の一部を譲渡し、債権流動化を行っており、手形債権流動化取引による買戻し義務がありま  

       す。    

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。 

   

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の通

りであります。 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日） 

投資その他資産（その他） 百万円 353 百万円 355

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日） 

手形債権流動化取引による買戻義務 百万円 395 百万円 423

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

販売運賃 百万円 3,058 百万円 3,300

給与及び賞与   〃   2,522   〃   2,521

開発研究費   〃   2,140   〃   1,982

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 23,684 百万円 26,283

預入期間が３か月を超える定期預金   〃   △770   〃   △813

有価証券勘定に含まれるMMF等のう

ち、現金及び現金同等物となるもの 
  〃   1,629   〃   1,630

現金及び現金同等物   〃   24,544   〃   27,100

2012/11/12 10:55:3012862837_第２四半期報告書_20121112105523

- 17 -



Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  1,138  11  平成23年３月31日  平成23年６月29日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月７日 

取締役会 
普通株式      1,138   11  平成23年９月30日  平成23年12月２日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  1,138  11  平成24年３月31日  平成24年６月25日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月１日 

取締役会 
普通株式  1,138  11  平成24年９月30日  平成24年12月４日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                         （単位：百万円）

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事及び工事管理、物流

      業、不動産業等を含んでいます。 

  ２ セグメント利益の調整額30百万円は、セグメント間取引消去額を含んでいます。  

  ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                         （単位：百万円）

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事及び工事管理、物流

      業、不動産業等を含んでいます。 

  ２ セグメント利益の調整額24百万円は、セグメント間取引消去額を含んでいます。  

  ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  報告セグメント
その他

（注１） 
合計 

調整額 
(注２) 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３） 
  化学品 食 品 計

売上高               

(1) 外部顧客への売上高  60,399  22,775  83,174  2,311  85,485  －  85,485

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 126  24  151  5,047  5,198  △5,198  －

計  60,525  22,800  83,325  7,358  90,684  △5,198  85,485

セグメント利益（損失）  4,506  △482  4,023  283  4,306  30  4,337

  報告セグメント
その他

（注１） 
合計 

調整額 
(注２) 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３） 
  化学品 食 品 計

売上高               

(1) 外部顧客への売上高  60,208  25,706  85,914  2,546  88,461  －  88,461

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 395  59  454  5,389  5,844  △5,844  －

計  60,604  25,765  86,369  7,936  94,306  △5,844  88,461

セグメント利益  3,818  594  4,412  277  4,690  24  4,714
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下の通りであります。 

 （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

 該当事項はありません。  

  

平成24年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

 （1）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・ 百万円 

 （2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・11円 

 （3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成24年12月４日 

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 19 10 円 銭 23 30

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  1,972  2,406

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  1,972  2,406

普通株式の期中平均株式数（千株）  103,288  103,288

（重要な後発事象）

２【その他】

1,138
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＤＥ

ＫＡの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ
ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＤＥＫＡ及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年11月９日

株式会社ＡＤＥＫＡ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊 藤 栄 司 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴 木 達 也 印 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しています。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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